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2  B  13  -2 地域産業集積におけるクラスター 形成に関する 解析 

0 中平和伸，藤井義之 ( 域 計画研究所 ) , 権 田令 治 ( 早大空間科学研 ) 

「・ クラスタ一に 関する考え方 

(1 ) クラスターとは 

新しい産業政策に 関する国際的な 動向を見ると ，従来の 

ように産業分野を 限定しその分野を 重点的に強化してい 

くといった時代は 終わり，既存産業だけでなく ，新規産業 

も含めて，地域の 産業を戦略的に 結合したクラスター ( 「ぶ 

ど う の 房 」のように相互に 関連した集積 ) により地域の 

産業振興を考える 時代になっている。 

産業集積に関する 研究は古く， 19 世紀に提案されたアル 

フレッド・マーシャルによる 産業集中論に 遡ることができ 

る。 マーシャルは ，産業はそれ 自身が持つ必然的帰結とし 

て，特定の地域に 集中立地するものであ り，その結果とし 

て①特殊労働市場の 形成。 ②非貿易財の 域内市場の形成， 

③ 披 術の波及効果の 3 つの外部経済が 発生し集積が 促 

進されることを 主張している。 

クラスターは ， M. E. ポーター ( ハーバード・ビジネ 

ススクール ) が， F 国の競争優位 j (1990) の中で述べた 概 

念であ る。 同教授は，競争力のあ る産業は。 - 定の地域に 

強力なクラスターを 形成することにより ， 「地域の比較優 

位」を獲得していることを 示した。 

競争力を有した 地域では， 中 Ⅱ 捨 業を主体に特色のあ る 

企業や支援組織，大学等がクラスター 状に集積し人材・ 

技術・ノウハウ 等の競争力のあ る地域資源の 集積と相互 連 

関 ，利用の容易性といったメリットを 活かしながら ，競争 

優位を保持できる 地域として発展している。 

クラスタ一の 発展には，①人的資源・ 技術・インフラ 等 

の人為的に創造された 資源 ( 付加価値の源泉 ), ②洗練さ 

れた厳しい顧客の 存在，③優秀な 供給産業や技術開発等の 

支援や補完関係にあ る商品開発を 担 う 優秀な関連産業の 

存在が不可欠であ り，これらが 相互に作用しながら 発展し 

競争力を高めていくと 主張している． 

(2) 産業集積とクラスター 

産業集積とクラスタ 一の違いは，産業集積が ，関連世の 

高い企業群が ，事業補完的機能，事業高度 ィヒ 機能を有しな 

がら，一定地域に 集まっている 状態を指し極めて 地理的 

な概念であ る。 

      

  
産業集積 
産集間 のみの連携であ り   

地理的範囲内にあ る 

    
図 「．産業集積のネットワーク 

クラスターは ，競争力のあ る産業や技術を 中心に，それ 

に関連する機能 ( 関係する取引企業・サービス 提供企業， 

学術研究機関，人材育成機関，業界団体。 行政機関，産業 

支援機関等 ) が地理的に近接した 中でネットワークを 形成 

し競争力を発揮できる 産業集団を形成していることをい 

う ものであ り，必ずしも 地理的に規定された 概念ではなく ， 

都市のみのⅡ、 さなものから 国全体，あ るいは隣接 数力 国の 

ネットワ - クにまで及ぶ 場合があ る。 

また産業集積の 持っ事業補完機能，事業高度化機能は ， 

あ くまでも製造・ 販売事業者間の 連携を双提とするもので 

あ り，事業者以外の 主体 ( 例えば，大学，支援サービス 等 ) 

からの投資資源に 関し限界があ るのに比べ，クラスタ 一で 

は，製造・販売事業者だけではなく ，専門的な材料・ 部品・ 

機器・サービスの 供給者，金融機関，関連産業に 属する 企 

業 ，流通事業者，関連製品。 メ 一ヵ 二 顧客，関連インフラ ， 

教育・訓練機能，技術支援機関，学術研究機関，規格制定 

等に関わるオーソライズ 機関，中核となる 競争力に関連す 

るあ らゆる主体の 連携が可能であ り，投入資源も 多様であ 

ることから，関連機関のシナジー 効果により，事業補完・ 

事業高度化だけではなく ，生産性の向上。 イノベーション 

能力の強化，新事業の 創出促進，投入資源へのアクセシビ 

リティ一の向上といった 効果が期待できる。 

クラスター 

ま文Ⅱおよび 宇綺 研究牧内帯の 
連携は．必ずしも 地理的ほ囲に 留       

    
図 2. クラスタ一のネットワーク 
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2. 知的クラスタ 一の考え方 ・とくに重要なことは ，異質な産業が 相互に結ぴっくこと 

であ り，図にポすよ う に互に補完的で 異質なネットワーク 

経済の知識化とサービス 化は ICT 革新とともに ，イノべ と位置づけられているも㈲ 同士を戦略的に 結合して、     

一 ション   サイクルを加速化しっ っ あ る。 その結果，従来 ことであ る。 顧客，供給者，サービス ナ是 快音，学術研究機 

内製 化されていた 研究・技術開発は ，アウト・ ソ一 ジング 関 等の特定の団体を 含めて政策対象とするものであ り。 共 

されっつあ るだけでなく ，効果的な研究・ 技術開発を進め 通の技術，技能，情報，仕入，顧客，チャネルを 共有する 

ていくために ，外部に広く 開放したオープン・リソース 型 相互依存関係にあ る産業の組み 合わせを対象とする。 。 

の 研究・技術開発へと 代わり つ っあ り。 産業内のさまざま また，産業の 多くは，相互に 直接的な競争相手ではなく。 

な要素が覚部と 結びつく，いわゆる「クラスタリン 力が むしろ共通のニーズと 共通の制約条件を 共有しているこ 

起こるよ う になってきている   とに着目するものであ り，相互が協力して ，生産性の向上， 

このクラスタリングの 発生は，技術移転という 状況を超 競争力強化といった 改善に向けた 政策を検討するもので 

え，情報レベルからみてもより 深度を深めた 知識の移転と あ り，産業間の 共生と新たな 組み合わせを 模索するもので 

共有を行 う よ う になっている   あ る。 また。 類似なネットワーク と 位置づけられているも 

知的クラスターは ，イノベーションに 関わる空間設計 分 の 同 七の結合や，産業を 製品別に分類し 当該製品を製造 

野 における権 田 理 きぬ i から生まれたものであ り，既存産業に している産業を 政策対象とするものではない。 産業相互の 

おけるイノベ - ション ( 革新 ) を促すことにより ，その中 協調に踏み込まず ，公共に対して 補助金，保護政策，競争 

から新しい市場を 創出していくとともに ，関連のあ る産業 の規制を要求するような 産業の既存路線を 保持しっ っ 。 単 

が 相互にネットワークを 構築しながら ，その中から 新しい なる新規産業の 導入を企図していく 政策ではない   

産業を創出している 米国・シリコンバレー ， フィンラン 流迂 

， /,       ク             %             
ド ・ナウル 市 。 イタリア・ミラノ 地域等のような 産業振興 

を 図るためには。 構築された理論であ る   

知的クラスターは ， - 定の空間に集積するタイブ とネ、 ッ 

トワークにより 集積するタイプに 分けられるが ， - 吾で ，ボ 

携 のための集団的な 繋がり @ といえ，政策課題としては。     

空間をどのように 設計ずれば，知的創造性が 触発され， 市 

場 が創出されるのかにあ る   
  

新規主文 K   
その際の鍵を 握っているのが ，当該地域の 既存産業であ   

り ，新規産業の 創出であ る。 具体的には現存する 人や ボテ     
ンシャルを活用していく 中から，時には 異質な産業同上 が 

結びつくことにいって ，競争力を残している 既存産業の定   
腰を強くしていく 二とや，効率的にアウトソーシンバでき 

珪 手力が好 l@ 分野 甘辛 力 が甘 通 の竹井 教祖 力 が強 L¥ 分野 

るような仕組みづくりをしていく 二となどが，極めて 重要 図 4 。 クラスター・アプローチによる 異質な産業・ 業種の 

となっている。 組み合わせ 
(@ 。 The@Emerging@Information@And@Communication@Cluster@In@The 

Netherlands. より改変し 作 ・ 成 ) 

知的クラスター 

4. クラスタ一の 計測 は 可能か 

Ⅰ ) 地域におけるクラスタ 一の計測の意味づけ 

上述したように 産業集積，産業クラスタⅠ知的クラス 

タ 一について論じたが ，クラスタ一に 関する概念は 研究者 

の間で論議されて、 ・ 、 る 途上にあ り，知的クラスタ 一に類似 

した概念として ，学習地域 (Saxe ㎡ an), 革新的環境 

(Aydalot 。 Mallate),  起業家創出地域 (Johamiss0n) 

・等の考え方も 提唱されている。 これらに共通なものとして 

は ，取引のネットワークであ る産業集積，産業クラスター 

に ，イノベーション ，技術。 知識，各種提携関係，市場に 

      90             ; 関するコンテクスト 等が様々な形で 加わり，シナジー 効果 

により競争力をもった 産業が生まれ ，地域が形成されるこ 
図 3. 知的クラスタ 一の 々 、 ッ トワーウ とが主張されている。 
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地域産業の振興を 考えていく際に 重要なことは。 地域産 

業の中から競争力のあ るもしくは競争力を 持ちそうな産 

業 群 ，集積，Ⅱ 喚 団を探索し 「できあ がった」クラスタ 

Ⅰ Mature ひ uste めになる可能 ャ 生を見いだすことが 重要で 

あ る。 

様々な概俳を 持ったクラスター ( 以 F, 産業集積を除く 

産業クラスタⅠ知的クラスタ 一等を総称するものとして 

扱 う ) の萌芽を計測することができれは ，今後の地域発展 

に大いに貢献することに 意味があ る。 

(2) クラスタ一の 計測手法 

クラスタ一の 計測には，産業セクタ 一に基づく取引関係 

の分析に加えて ，代表的なものだけでもイノベーション ， 

知識，共通知識基盤があ り。 計測手法としても 産業連関分 
析。 企業レベルへのアンケート 調査の集約分析，特許 デ h 

タに 基づく技術連関分析等があ ることが指摘されている。 
  

また，クラスタ 一には「空間」の 概念が作用しているこ 

とは明白であ り，従来活用している 産業セクタ一別の 統計 

やアンケート 調査に加えて ，交流関係や 提携関係の深度な 

どを解析し様々な 角 戸から潜在クラスターを 見 けだし。 

クラスタ一の 成長方策を実施していくことが 重要であ る。 

5. クラスタ一の 解析 
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ためには，産業の 立地状況について 指数化することが 必要 

であ る。 産業の立地状況はどちらかと 言えば「分散」立地 

型と「集積」立地型の 大きく分けて 二つの異なった 立地特 

  性としてとらえることができる。 

産業立地特性指数 (IIL) は産業の立地状況が 完全な分 

散状態 ( 同形分散 ) であ ればその値は 0 となる。 一方，集 

積が特定地域に 集積すれば TTL の値は 1 に 近づく ( 注 ) 。 

このように， IIL はその値が小さければ 分散を示し大き 

くなるに従い 集積の度合いが 強くなることを 示す。 

  

  

Arl     業種Ⅰについて i 地域の産業状況変数 

Ar      業種正の産業状況変数の 総和 

Am 」     士地域の産業状況変数の 総和 ) 

An      産業状況変数の 総和 ( 日本全体 ) 

②地域産業構造転換指数 (ICRIS:IndeX 跡 Conversionof 

RedonalIndusthalStmct ℡ e) 

地域の産業構造の 変化について 定量的に把握するため 

には，当該地域における 産業構成の変化に 着目し指数化す 

ること必要であ る。 地域の産業構造の 変化の特徴は「多角 

化」 ( 産業状況変数が 産業間で分散する 傾向 ) と「特化」 ( 産 

業状況変数が 産業間で集中する 傾向 ) に分けることができ 

る。 各々について ，単純多角化と 同形多角化，及び 単純特 

化と偏向特化とに 区別できるが。 簡便のため，多角化につ 

いては同形多角化，特化については 偏向特化を意味する。 

産業構造が「多角化」している 状態では， lCRIS の値は 

(1 ) 地域産業構造変化分析 

製造業の活動状況について。 ①都道府県，安中四国地域 

の県 ， ③広島県内の 地区，④広島地域内の 市町村の 4 ケ一 

0 となる。 特に産業構造が「単純 特ィヒ 」すれ ば ，すな む ち。 

特定地域における 産業の分布が 極端に特定産業に 集中す 

れば， ICRlS の値は 1 に近い数値となる。 ICRIS の数理的 

特徴は IIL と同等であ る。 

ス 別に経年的に 把握するため ，工業統計表を 用いた。 この 

統計では，都道府県市町村別に 事業所数。 従業者数，製品 

出荷額，付加価値生産額 ( 以下， 「産業状況変数」という ) 
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ほ ついて数値がま 尉共 されている。 

1985 年～ 1999 年 (15 年間 ) の産業状況変数を ，日本標 

準産業分類の 中分類 (2 桁 ) 23 柴ギ 鋤り ， 47 都道府県別， 

事業規模別に 集計の後，資料に 示す手法を適用して 解析す 

ることで，製造業の 産業状況変数の 都道府県別，市町村別， 

葉手 朝 Ⅱの経年的変化を 把握した。 なお， 23 業種は食料，飲 

料，繊維，衣服，木材，家具， 紙 パルプ，出版印刷。 化学， 

石油石炭， ゴム，なめし 革，窯業土石。 鉄鋼，非鉄金属， 

金属製品，一般機械，電気機械，輸送用機械，精密機械， 

武器，その他製造業であ る。 

本分析における 解析は，以下に 示す指数を用いている。 

この指数は文部科学技術 省 科学技術政策研究所 ( 権 田客員 

総括研究官 ) において開発されたものであ る。 " 

Air : i 地域の r 業種の産業状況変数 

Ai : i 地域の全業種の 産業状況変数 

Anr : r 業種の産業状況変数 

An : 全国の産業状況変数 

上述した IIL と ICRIS の 2 変数と対応する 産業状況変 

数との図 5 にあ るような相関図を 描き，時間別に 軌跡を辿 

ることによって ，当該産業や 当該地域の相対的な 競争力の 

変化状況を明らかにすることができるだけでなく ，長期的 

な傾向を把握し 他地域と比べて 競争力が高い 産業の振興 

方策等を立案していくことができる。 

①産業立地特性指数㎝ L'.IndexofIndust 「 hal ㌦ cation) 

製造業の地域間 ( 空間 ) 移動について 定量的に把握する 
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Ⅰ レ 
分散   

@@(IIL ， ICRIS) 

図 5    指数と産業状況変数の 関係性 

(2) 地域産業連関表による 分析 

産業連関表を 用いた分析としては JohanHauknes の業 

績 " があ るが。 イノベーションを 捉える場合と 取引を捉え 

る場合では一致しないとの 指摘もあ る。 しかし地域にお 

いてクラスタ 一の存在 ( 潜在性も含む ) を 見 けだし，クラ 

スタ一に属する 産業・業種の 範囲を特定するためには ， 地 

減産業連関表を 用いて，あ る程度探ることもできる。 

このため，①市内生産額の 総生産に占める 割合，②付加 

価値 額 の総付加価値 額 に占める割合，③田部門への 投入係 

数の割合 から一定のカット・ルール (5%, 3%) により， 

クラスタ一に 属する産業・ 業種を特定することもできよう。 

また，産業連関分析で 使われる影響力係数 ( 逆行列係数 

表の縦方向の 和 ( 利和 ) は ， 「あ る産業に 1 単位の最終需 

要があ った場合の全産業に 及ぼす総効果 ( 影響力 ) 」を示 

す ) および感応 度 係数 ( 逆行列係数表の 横方向の和 ( ィ 〒 和 ) 

は。 「あ る産業に 1 単位の最終需要があ った場合に，あ る 

産業が受ける 影響の大きさ」 ) を 示す ) を 算出することに 

よって，地域におけるクラスタ 一の存在 ( 潜在，「生を 含む ) 

を総合的に見ることもできる。 

C3) 国勢調査を用いた 分析 

国勢調査の従業地 別 産業別職業別人口を 用いて，下記の 

ような設定を 行い，人口 10 万人当りの構成比率を 比較し 

相対的に多い 産業を抽出しクラスタ 一の存在 ( 潜在性を 

含む ) を見いだすこともできる。 しかしながら ，データの 

制約により， この分析には 限界があ る。 ( 産業別職業別 就 

業人口による 分析は， ，我が国におけるイノベーション 関 

連人材の構造とその 特色，，藤井，中平，権 田，山本，研 

究・技術計画学会第 16 回年次学術大会に 詳細を発表 ) 

J 二 R 十 T 十 Si 十 R, キ Pd 十 Pm ヰ Ps 

J: 当該産業従事者 

R: 科学研究者 

T: 技術者 

Si: 専門的技能者 

円 : 支援サービス 従事者 

Pd: 直接業務従事者 

Pm: 管理業務従事者 

Ps : 事務支援業務従事者 

了 ．今後の課題 

クラスタ一の 存在 ( 潜在性も ) を見いだすことは ，クラ 

スターが単なる 取引ネットワークではなく ，イノベーショ 

ン，技術， ヒューマンネットワーク ， コンテクストの 共有 

・といったネットワークであ るため，計測が 困難な分野であ 

ることは否めない。 しかし本稿で 示した手法は ，国家レ 

ベルではなく ，あ る府県等の範囲レベルでのクラスタ 一の 

存在 ( 潜在性を含む ) を見いだし当該地域のクラスタ 一 

発展計画を作成していく 上での - 助になりえるものと 考 

える。 
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